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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
 

４－１ プロジェクトの効果 

 

（1） 現状と問題点 

 

第１章で述べたとおり、ラオス国では、南西モンスーンや台風、熱帯低気圧がもたらす大雨を

誘因とする洪水、土砂災害が各地で発生しており、甚大な被害を与えている。農業に依存する貧困

層が中心の社会経済構造となっており、気象災害が社会経済に与える負のインパクトが大きい。 

更にヴィエンチャン国際空港周辺及び航空路上で気象が原因と見られる航空機事故が、過去 20

年間で 5件の死亡事故が発生している。また地方からヴィエンチャン国際空港に到着予定の航空機

が空港周辺の悪天候により直前で出発地へ引き返す事例も毎年発生している。そのため内陸国のラ

オス国にとって航空運輸が首都と地方及び他国とを結ぶ最も重要な交通手段であるが、航空機事故

の多発により航空機運行の安全に対する信頼が低下している。 

大雨災害や航空機事故を防止、軽減するためには、係る災害をもたらす悪天候をいち早く予見し

住民や関係機関にタイムリーに知らせる必要がある。このようにラオス国各地で発生する大雨や集

中豪雨、ヴィエンチャン国際空港周辺で発生する擾乱について正確かつ迅速に予警報を発表するた

めには、先ずこれらの気象現象を監視する体制が必要である。 

 

（2） プロジェクトの効果 

 

本案件実施により期待される直接及び間接的な効果を以下に列記した。 

 

1) 直接効果 

 

① 気象現象監視能力・精度の改善 

• ラオス国北部の一部とメコン河流域で最も降雨量の多いラオス国中部における降水監視能

力が、空間分解能で平均約 115km から 2.5km に、時間分解能で 3時間間隔から 10 分間間隔

に改善される。 

• 全国の気象監視頻度が 3時間毎から 1時間毎に改善される。 

• ヴィエンチャン国際空港周辺の大気の擾乱等に対する航空気象観測体制が、目視による空

港周辺約 20km の主観的観測から、気象レーダによる周辺約 250km の客観的観測が可能とな

る。 

 



 
 

4-2 

② 気象予報・警報、災害情報伝達頻度向上と時間短縮 

• 現状では、異常気象時に 1日に 1～2回程度発令している気象・洪水予警報が、現状以上の

回数で迅速且つ適時に発令することが可能となる。 

• DCA をはじめとする航空機の運航関係者に対し、ヴィエンチャン国際空港周辺の航空気象

情報が、リアルタイムに空港関係者へ伝達可能になる。 

 

③ 防災対策への貢献 

• 防災関係者や国民に多くのリードタイムを与え、防災対策をより効果的に実施することに

貢献できるよう、メコン河本流の水位予測が１日間から３日間の範囲で可能となる。 

 

④ 農業気象のための降雨データベースの整備 

• 灌漑や農業の作付、生産計画に利用可能なきめ細かな降雨データベースが整備可能になる。 

 

2) 間接的効果 

 

① 気象現象・気象災害情報データの蓄積 

• ラオス国に災害をもたらす気象現象にかかる正確かつ詳細なデータを時系列的に収集でき

るようになる。また、気象現象と気象災害の関連性に関しても分析が可能となり、今後の

防災計画策定等に反映させることが出来る。 

 

② メコン河委員会（Mekong River Commission: MRC）の活動を通じた連携効果 

• MRC 本部が今年中にカンボジアからラオスに移転してくることから、特に気象・水文分野

における観測／予測データの交換について DMH と MRC との連携が一層強化されることが予

想される。 
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プロジェクト実施による効果 
 

現状と問題点 本計画での対策（無償資金協力案件） 案件の効果・改善程度 

年間 3,000mm を超す豪雨地帯である

ラオス国中部周辺を中心として発生

する大雨や集中豪雨について、正確

な気象情報（気象観測データ、予警

報情報）を適時に提供することが不

可能。 

• 気象レーダ塔の建設 
• 気象レーダ塔に気象ドップラーレーダ
システムと気象衛星データ受信システ

ムを設置 

気象衛星データ受信システムによって

ラオス国全土及びその周辺国における

雲の動向を監視し同時に、気象レーダ

により、首都であり国際空港を有する

ヴィエンチャン市及び多雨地帯である

ラオス国中部及びその周辺地域では、

降雨と大気擾乱を空間的、時間的にき

め細かく観測し、定量的な観測データ

をリアルタイムで入手することが可能

となる。 

気象災害発生の可能性を事前に住民

や関係機関に的確に伝えることがで

きない。 

• 気象レーダ塔の建設 
• 気象レーダ塔の気象観測・予報室に気
象レーダ・気象衛星データ表示装置を

設置 

気象観測データをもとに、大雨、洪水、

突風等を精度良く予測することが可能

となり、気象水文予警報を防災関係者

にタイムリー且つ的確に伝達すること

ができる。 

ヴィエンチャン国際空港周辺での航

空機の安全な運航のために必要な、

空港周辺空域で発生する擾乱（ウィ

ンドシアー、ダウンバースト）監視

が行われていない。現在は、目視に

よる空港周辺約 20km の主観的観測が

行われている。 

• 気象レーダ塔の建設 
• 気象レーダ塔に気象ドップラーレーダ
システムと気象衛星データ受信システ

ムを設置 

• 国際空港管制塔施設内の気象ブリーフ
ィングルーム、航空管制室、エリアコ

ントロールセンター（ACC）に気象観
測・予報室に気象レーダ・気象衛星デ

ータ表示装置を設置 

気象レーダにより空港周辺約 250km の

客観的観測ができるため、擾乱監視が

可能となる。 

飛行が安定せず危険度が最も高い航

空機の離発着時の安全確保のため

の、空港周辺空域で発生する擾乱に

関する観測データや航空気象情報が

提供されていない。 

• 国際空港管制塔施設内の気象ブリーフ
ィングルーム、航空管制室、エリアコ

ントロールセンター（ACC）に気象観

測・予報室に気象レーダ・気象衛星デ

ータ表示装置を設置 

シビアウェザー警報を空港関係者へリ

アルタイムで通報することができる。

 

 

3) メコン河委員会の活動を通じた連携効果 

 

MRC 本部が今年中にカンボジアからラオスに移転してくることから、特に気象・水文分野にお

ける観測／予測データの交換について DMH と MRC との連携が一層強化されることが予想される。 

気象レーダやデジタル気象衛星から得られる気象情報を利用して、ラオス国中部周辺で細かな

雨量分布を観測できるようになれば、MRC のメコン河下流域の水位予測をはじめ流域管理ソフト

ウェアのインプットとなることが期待され、以って、洪水管理軽減計画（FMMP）や水利用計画（WUP）

等の MRC のプログラムによって推進されている、流域洪水管理、水利用規則の運用、流域開発計

画案の策定等に役立つ。 

 

以下に、MRC との連携効果を模式図にして示した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 水利用評価ソフトの検証

（SWAT, IQQM, ISIS） 

↓ 

� 水利用規則運用における 

モニタリング 

� 流域開発計画の 

優先付け 

� 開発シナリオの 

評価 

� 洪水マップ 

� メコン河水位予報 

� 事後解析 

� メコン河水位予報 

� 洪水マップ 
� EP 

� AIFP 

� WRMP 

気象レーダ 

その他

BDP 

MRC DMH 

WUP 

FMMP 

NFFMC RFMMC

メコン河下流域各国の 
開発計画 

レーダデータ 

図 MRC 活動との連携効果の模式図 

 

 

（3） 成果指標 

 

基本設計調査の結果から、本セクターにおける問題は、『防災活動に利用するための正確な気象

水文予警報が適切なタイミングで発表されていない』ことにある。この問題を解決するためには、

気象監視能力を向上することが最優先課題であり、そこから得られた気象データを用いて気象予警

報の改善を図る必要がある。このことをもとに、本案件の成果指標を下記の通りに設定する。 

 

成果指標 

指標 現状（ベースライン） 目標値 目標値達成予想時期 

ラオス北部の一部と中部における

降水監視能力の向上 

（メコン河ラオス中部流域におけ

る降水監視能力の向上） 

空間分解能：平均約 115ｋｍ

間隔 

 

時間分解能：3時間間隔 

空間分解能：平均約 2.5km

間隔 

 

時間分解能：10 分間隔（雨

期） 

プロジェクト完了時 

全国の気象監視頻度の改善 3 時間毎 １時間毎 プロジェクト完了時 

監視能力の向上 

ヴィエンチャン国際空港周辺での

シビアウェザー監視能力の向上 

目視による空港周辺約 20km

の主観的観測 

気象レーダによる空港周

辺約 250km の客観的観測 

プロジェクト完了より

1年後 

異常気象時の警報発表回数の増加 1～2回／日 現状以上 プロジェクト完了より

2年後 

ヴィエンチャン国際空港周辺での

シビアウェザーの警報発表 

未実施 

 

シビアウェザー警報をリ

アルタイムに通報 

プロジェクト完了より

2年後 

予警報業務の向上 

メコン河本流の水位予測のリード

タイムの改善 

翌日まで 3日後まで プロジェクト完了より

2年後 

 

（4） 本案件実施による裨益人口 

 

気象衛星データによって台風やモンスーンに伴うラオス全土の雨雲の動向を監視することが可
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能となること、また気象レーダによりラオス北部、中部の降雨データを詳細に得られることでヴィ

エンチャン下流域におけるメコン河の水位予測の改善も図れることから、ラオス全土に対する予警

報体制が改善されることとなる。これらの情報は、既存の DMH の全国情報伝達網、ラオス国の行政

防災伝達システムやマスメディアにより防災関係機関や住民に伝達される。従って、本計画による

裨益人口は、全てのラオス国民である（537.7 万人 2001 年推計）。また、メコン河委員会を通じ

た効果によるメコン河下流域の裨益人口は、約 6千万人である。 

 

 

 

４－２ 課題・提言 

 

本案件により、気象レーダシステム及び気象衛星データ受信システムによる常時観測網が整備さ

れ、ラオス国の災害監視体制は飛躍的に向上する。以下は、本案件の一層の効果発現に必要な提言

である。 

 

① 職員の研修に努め、質の向上を図ること。 

② 日々の運用・保守点検、スペアーパーツ・消耗品の購入等を確実に実施すること。 

③ 機器の損傷や紛失等がないように必要な措置を取ること。 

④ 政府各機関および海外の研究機関との密接な協力･連絡体制を取ること。 

⑤ 災害に関する情報を迅速かつ正確に発信すること。 

⑥ 気象災害を引き起こす気象現象についての研究を進めること。 

⑦ 防災活動についての知識・情報の普及啓蒙活動を行なうこと。 

 

特に本案件で導入を計画している気象レーダによる気象観測、予警報業務並びに運用維持管理に

ついては、DMH 職員に対する研修等の技術支援が必要である。DMH 独自の研修計画に加えて、我が

国におけるレーダ気象並びにレーダ運用維持管理に係る技術移転を行なうことで、DMH 職員への知

見、技術の普及、向上が図られる。この考え方に基づいて、本案件実施に係る研修計画案を次ペー

ジのように策定した。 

 



 

 

 

研修プログラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

DMHによる現地研修 
  日本の協力による、日本での研修 
  案件実施時にコントラクターによる実施予定の現地研修 

2004 2005 2006 

基本設計調査 案件実施スケジュール 

レーダ気象及び気象レーダシステム概要(DMH現地研修) 

カウンターパート研修 
(レーダ気象) DMHカウンターパート研修受領者による技術移転(レーダ気象) 

レーダプロダクト解析 
(DMH現地研修) 

気象レーダシステム概要現地研修 

カウンターパート研修 

(気象レーダシステム運用維持管理)

DMHカウンターパート研修受領者による技術移転 

気象レーダ運用 
維持管理現地研修

気象レーダシステム定期点検 
(DMH現地研修) 

カウンターパート研修 
(気象レーダシステム 
運用維持管理) 

航空気象 
監視現地研修 

航空局管制官に対する航空用 
レーダプロダクト解析の研修

(DMH現地研修) 

A. 

B. 

C.

D. 

E. 

G.

F. 

 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

 

ラオス国で気象業務を所管する唯一の機関である DMH は、気象監視網が未整備の現状では、ラオ

ス国中部周辺を中心として発生する大雨や集中豪雨の監視や、国の玄関口であるヴィエンチャン国

際空港周辺空域で発生する擾乱の監視ができない。そのため正確な気象情報（気象観測データ、予

警報情報）をタイムリーに提供することが不可能であり、災害発生の可能性を事前に住民や関係機

関に的確に伝えることができない状況である。 

 

DMH は、大雨や強風の発生時間帯や規模、量についての予測情報を含む気象予警報を住民や防災

機関、航空セクター、マスメディア等に対して適時に提供する義務を負っており、そのためラオス

国各地で発生する大雨などの災害をもたらす気象現象を把握するとともに、首都であり国際空港を

有するヴィエンチャン市及び多雨地帯であるラオス国中部及び周辺で発生する大雨や乱気流等の

気象現象を正確かつタイムリーに監視するための観測システムを整備することが不可欠である。防

災関係者や住民による防災活動の遅れは、災害の発生、拡大に直接結びつくことを考えると、気象・

水文に係る監視能力の強化と予警報業務の向上による効果は極めて大きい。 

 

更に DMH 職員は気象水文予警報並びに機材の運用維持管理に係る一定レベルの知見／技術を有
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している。我が国に気象業務の研修を毎年職員を派遣し、中国やヴィエトナム等にも気象学やレー

ダ技術の研修に積極的に職員を参加させている。職員の流出もほとんどなく、上述研修等で育成さ

れる人材は長年にわたり運用維持管理を続けることが可能と思われる。 

 

また本調査では、DMH の運用維持管理費が軽減できるよう、本案件の機材・施設設計に当たり交

換部品や消耗品を最小限とし、最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える設計を採用するな

どの技術的な対応を行った。その結果、本案件実施に必要な初度経費及び運用維持管理費も十分確

保できる見込みである。 

 

本案件の効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本案件を実施する意義は極めて高い。

多くの貧困層を抱えるラオス国にとって、人的、社会経済的に大きな被害を被っている現状を踏ま

えると、本計画は、広く国民の生活向上及び社会経済全体に寄与するものであるといえる。従って、

本計画で無償資金協力案件を実施することは妥当である。 

 

 

４－４ 結論 

 

前述のとおり、本案件は、多大な効果が期待されると同時に、貧困層を含む多数のラオス国民の

生活向上に寄与するものである。従って、本案件を我が国の無償資金協力にて実施することは妥当

である。また、ラオス側実施機関である DMH の運用維持管理の面に関し、問題がないことが確認さ

れている。 

 本案件の更なる効果発現のため、以下の点が改善・整備されることが望まれる。 

 

a) DMH 及び政府防災関連機関との連携を強化し、国民を広く巻き込みつつ、気象予報、警報

発令、災害発生、情報発信、避難活動まで一貫した防災体制を整備すること。 

b) 防災活動についての知識・情報の普及啓蒙活動をより一層行なうこと。 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

 

（１） 基本設計調査団 

 

氏 名 担 当 所 属・役 職 
 
 

奥山  明  総 括 国際協力機構 
 無償資金協力部業務第四課長 

 

木俣 昌久 技術参与（気象監視） 気象庁観測部観測課 
 

久下 勝也 計画管理 国際協力機構 
  無償資金協力部業務第四課 
 
 

古川 武彦 業務主任／防災気象業務運用計画 （財）日本気象協会 
 

水上 裕章 気象観測・予警報伝送システム計画 （財）日本気象協会 
 

内田 善久 気象レーダー設備／施設設計 （財）日本気象協会 
 

平岡 晃明 調達計画／積算 （株）久米設計 
 

森  健二 業務調整 （財）日本気象協会 
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（２） 基本設計概要説明調査 

 

 

氏 名 担 当 所 属・役 職 
 
 

西脇 英隆 総 括 国際協力機構ラオス事務所 
 所長 

 
 
 

古川 武彦 業務主任／防災気象業務運用計画 （財）日本気象協会 
 

水上 裕章 気象観測・予警報伝送システム計画 （財）日本気象協会 
 

内田 善久 気象レーダー設備／施設設計 （財）日本気象協会 
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資料 ３. 相手国関係者リスト 

 
ラオス国 
 
• ラオスメコン委員会：Lao National Mekong Committee (LNMCS) 
 

Mr. Vongdara KEOMUONGCHANHE Deputy Director General 
 
 

• 外務省：Ministry of Foreign Affairs 
 

国際協力局：Department of International Cooperation 

Prof. Dr. Bountheuang MOUNLASY Director General 
 
 

• 労働厚生省：Ministry of Labour and Social Welfare 
 

災害管理事務所：National Disaster Management Office (NDMO) 

Mr. Phetsavang SOUNNALATH Director 
Mr. Thonephkham INTHASONE LUDMP Coordinator 
 
 

• 農業森林省：Ministry of Agriculture and Forestry  
 

Dr. Phouang Parisak Pravongviengkham Permanent Secretary 

 
事務次官事務所、国際協力・投資部：Permanent Secretary Office, Division of International 

Cooperation & Investment  

 

Mr.Phommy INTHICHACK Program Officer, Asia Pacific and Africa 
Desk 

 

気象水文局：Department of Meteorology and Hydrology 

Mr. Nitharath SOMSANITH Director General 
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Mr. Pheng PIENGPANYA Deputy Director General 
Mr. Singthong PATHOUMMADY Director of Meteorological Network and 

Agro-meteorology Division 
Mr. Khanmany KHOUNPHONH Director of Technical Division 
Mr. Sithanh SOUTHICHAK Director of Weather Forecasting and 

Aero-meteorological Division 
Ms. Buagneun OUDOMCHITH Director of Climate Division 
Ms. Souvanny PHONEVILAY Deputy Director of Weather Forecasting 

and Aero-meteorological Division 
Mr. Nene PONGKHAMXAO Deputy Director of Administration 

Division 
Mr. Bounchoum KONEMIXAY Technical Staff, Technical Division 
Mr. Bounteum SISOUPHANTHAVONG Staff of Weather Forecasting and 

Aero-meteorological Division 
Mr. Somboun PONGKHAMSAO Staff of Weather Forecasting and 

Aero-meteorological Division 
Mr. Somphanh VITHAYA Chief of Flood Forecasting Unit 
Mr. Somphavanh SITTIPHONG Chief of Instrument Maintenance Unit 
Mr. Saleumsack Sidavong Staff of Meteorological Network and 

Agro-meteorology Division 
Dr. Palikone THALONGSENGCHANH Technician, Flood Forecasting Unit 

 
 

• 公共事業省： Ministry of Communication, Transportation, Post and 
Construction (MCTPC) 

 
住宅・都市計画局：Department of Housing and Urban Planning 

Dr. Sengthusng VANGKEOMARY Chief of Housing and Urban Planning, 
Housing Division 

 

ラオス民間航空局：Department of Civil Avlation of LAO PDR 

Mr. Kaykeo VORARATH Deputy Director General, Director of 
Airport Authority 

Mr. Vanpheng CHANTHAPHONE Deputy Project Director, Airport 
Improvement Project (Airport Engineer) 
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ラオス航空公団：Lao Airport Authority 

Mr. Symoon BOUNTAENG Chief of Vientiane Area Control Center, 
Airport Authority 

Mr. Sithideth SAVANMANOTHAY Chief of Navigation 
 
通信局：Department of Telecommunication 

Mr. Somlith PHOUTHONESY  Deputy Director General  
 
 
• ヴィエンチャン県：Vientiane Prefecture 
 

Vientiane Urban Development and Administration Authority (VUDAA)  

Mr. Bounpakob PHONHARATH Chief of Technical & Town Planning 
Division 

 
 

• 電力公社：Electricite du Laos 
 

Mr. Khamphone SAIGNASANE Deputy General Manager 
 

 
 
タイ国 
 
• タイ気象局：Thai Meteorological Department  
 

Mr. Anant THENSATHIT Director General 
Mr. Amorn CHANTANAVIVATE Director of Forecasting Division
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資料 ４． 当該国の社会経済状況 

 主要指標一覧     Laos

  
指標項目 １９８９年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００１年の

地域平均値 
  国土面積（１０００km2） 231 231 231 231 n.a.
  人口（百万人） 4.0 5.2 5.3 5.4 1,822.5 
  人口増加率（％） 2.6 2.3 2.3 2.3 0.9 
  出生時平均余命（歳） n.a. n.a. 54 54 69 
  妊産婦死亡率（ ／１０万人） n.a. n.a. n.a. 650(90-98) n.a.
社 乳児死亡率（ ／１０００人） n.a. n.a. 90.0 87.0 33.7 
会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/１日）*1 2,111 2,233 2,303 2,309 2,701 
指 初等教育総就学率(男)(％) n.a. 124.3 121.5 n.a. n.a.
標         (女)(％) n.a. 106.0 104.4 n.a. n.a.
等 中等教育総就学率(男)(％) n.a. 41.7 43.6 n.a. n.a.

          (女)(％) n.a. 29.3 31.3 n.a. n.a.
  高等教育総就学率(％) n.a. 2.9 3.3 n.a. n.a.
  成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） 44.3 36.1 35.2 34.4 13.2 
  絶対的貧困水準（1日 1＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. 26.3(97-98) n.a.
  失業率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
  GDP（百万 USドル） 714 1,451 1,711 1,761 1,664,945 
  一人当たり GNI（USドル） 220 290 290 300 900 
  実質 GDP成長率(％) 14.3 7.3 5.8 5.7 5.5 
  産業構造（対 GDP比：％）  

     農業 60.6 53.5 52.8 50.9 14.6 
     工業 13.4 22.5 23.0 23.4 48.5 
     サービス業 26.0 24.0 24.2 25.7 36.2 
  産業別成長率(％)  

経    農業 10.8 8.2 4.9 3.8 1.5  
    工業 34.9 8.0 8.5 9.7 6.9 

済    サービス業 13.8 6.7 5.0 5.7 6.2  
 消費者物価上昇率（インフレ：％） 61.3 128.4 25.1 7.8 n.a.

指 財政収支（対 GDP比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 
 輸出成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 3.6 

標 輸入成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 4.0 
  経常収支（対 GDP比：％） -11.4 6.2 -0.5 -4.7 n.a.
  外国直接投資純流入額（百万ドル） 4 79 34 24 48,913 
  総資本形成率（対 GDP比：％） n.a. 22.7 21.8 22.1 31.0 
  貯蓄率（対 GDP比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 35.8 
  対外債務残高（対 GNI比：％） 2.5 2.6 2.4 2.6 4.7 
  DSR（対外債務返済比率：％） 20.4 7.7 7.9 9.0 12.1 
  外貨準備高（対輸入月比：％） 0.45 2.58 2.70 3.02 7.45 
  名目対ドル為替レート*2 591.50 7,102.03 7,887.64 8,954.58 n.a.
  （通貨単位：キップ Kip）  
        

  政*3 政治体制：共和制。一党独裁           
  治 憲法：1991年 8月新憲法制定       

  指 元首：大統領。ｶﾑﾀｲ･ｼﾊﾟﾝﾄﾞﾝ（KHAMTAY Siphandone）。間接選挙制。任期５年。1998年 2月 24日就任 

  標 議会：国民議会（国会）。１院制。109議席。直接選挙制。任期５年 
      

出典 World Development Indicators CD-ROM 2003  WB    
   *1 FAO Food Balance Sheets 2003年 6月 FAO Homepage    
   *2  International Financial Statistics Yearbook 2002  IMF    
   *3  世界年鑑 2003 共同通信社    
注 ●(  )に示されている数値は調査年を示す。(90-98)と示されている場合は 1990年度から 98年度までの間の最新値を示す
  ●「人口」、「GDP」及び「外国直接投資純流入額」の「2001年の地域平均値」においては、地域の総数を示す 
  ●地域は東アジア・大洋州。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域はアジア広域 
  ●就学率が 100を超えているのは、学齢人口推計値と実際の就学データの間にずれがあるため 
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資料 ６. 基本設計概要表 
 
 
1 案件名 

ラオス人民民主共和国 気象監視網整備計画 

 

2 要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

（1） ラオス国では、南西モンスーンや台風、熱帯低気圧がもたらす大雨を誘因とする洪水、土砂災害が毎

年各地で発生している。1992 年には洪水災害等で被災額は 3 億 200 万米ドル（約 323 億円）にのぼ

り、1981～2003 年の年間平均被災額は約 21 億円となっている。 

 

（2）また、国土の 80%が山岳・高原であるラオス国では、航空運輸が地方や外国を結ぶ主要交通手段の一

つであるが、空港付近の大気の局所的な擾乱等により航空機事故が相次いで発生しており、過去 20

年間で 5件の死亡事故が発生している。 

 

（3） ラオス国政府は、国家 5 ヵ年開発戦略計画（2001～2005 年）において「気象・水文観測データとそ

の普及の開発」を掲げており、この上位計画をもとに農業森林省（MAF）の開発計画で「農業セクタ

ー開発及び自然災害軽減等に資するための気象・水文局（DMH）の開発」が謳われている。DMH は、

MAF の開発計画を受けて、2001 年～2010 年の開発計画を策定しており、その中の「予報業務拡充」

プログラムにおいて気象観測の整備、監視能力及び予警報の向上を目指すこととしている。 

 

（4） ラオス農業森林省（MAF）傘下の DMH は、国内の気象・水文業務を行なう唯一の政府機関であり、災

害を引き起こす気象現象を監視し、国の防災管理体制の中で気象・水文に関する情報を配信する中心

的役割を担っている。しかしながら、DMH は、①全国に約 160 ヶ所の雨量観測所を所有しているが、

そのうち 3時間観測を行っている観測所は 4ヶ所のみであること、また、②現在受信している雲画像

は約 3時間毎のアナログデータであり、受信装置に画像解析能力がないことから、刻々と変化する集

中豪雨や強風を正確でリアルタイムに観測・予報することができない状況にある。 

 

（5）ヴィエンチャン国際空港周辺での航空機の安全を脅かす気象擾乱等の監視は、空港周辺約 20km を目

視によって主観的観測を行っているのみであり、観測値に基づいた客観的な航空気象情報を航空関係

者に提供することができない状況にある。 

 

（6）このような状況の下、ラオス国政府は自然災害による国民の被害を軽減させることを上位目標とし、

リアルタイムに正確な気象状況を観測・配信する体制を整備することを目的としたプロジェクト全体

計画を策定し、その内の必要な機材・施設の整備に関する無償資金協力をわが国に要請した。 

3 プロジェクト全体計画概要 

※無償資金協力案件を投入の 1つとする相手国政府によるプロジェクト全体計画 

※ 下線部：本無償資金協力に直接関係する成果、活動及び投入 

（1）プロジェクト全体計画の目標(裨益対象の範囲及び規模) 

ラオス国の気象監視網が整備されることにより、正確な気象水文予警報・情報が適切なタイミングで国

民と防災関係者に伝達される。 

（裨益対象：ラオス国全土／裨益人口：約 537.7 万人(2001 年)） 

 

（2）プロジェクト全体計画の成果 

 ア 気象機材が整備される。 

 

（3）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 予報官、技術者を配置する。 

イ 予報官、技術者への研修を継続的に実施する。 

ウ 以下の機材を調達する。 

  ・気象レーダシステム：1ヶ所（DMH本局）

  ・気象衛星データ受信システム（MTSAT用）：1ヶ所（DMH本局）

  ・気象データ通信システム：1式（DMH本局とヴィエンチャン国際空港間）
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  ・気象レーダ・気象衛星データ表示装置：2ヵ所（DMH本局とヴィエンチャン国際空港間）

エ 以下の施設を建設する。 

  ・気象レーダ塔：1ヶ所（DMH本局）

オ 気象機材・施設の運用維持管理を行う。 

 

（4）投入（インプット） 

 ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力  7.39 億円

イ 相手国側 

（ア）プロジェクト実施に必要な人員（予報官、エンジニア等） 

（イ）建設用地の確保 

（ウ）機材据付、施設建設に係る経費及びその他運営･維持管理経費 

 

（5）実施体制 

実施機関：農業森林省気象・水文局 

主管官庁：農業森林省 

4 無償資金協力案件の内容 

（1）サイト 

DMH ヴィエンチャン本局、ヴィエンチャン国際空港 

 

（2）概要  

ア 気象機材・施設 

  ・気象レーダシステム   １ヶ所 

  ・気象衛星データ受信システム（MTSAT 用）   1 ヶ所 

  ・気象データ通信システム   １リンク 

  ・気象レーダ・気象衛星データ表示装置   2 サイト 

  ・気象レーダ塔  １ヶ所 

 

（3）相手国側負担事項：気象レーダ塔建設サイトにある DMH 所有の既設建物の撤去作業や電気敷設工事等。

気象観測・予報業務を実施するために必要な人員の配置。 

（4）概算事業費 

 7.40 億（無償資金協力 7.39 億円  ラオス国側負担 約 48 万円） 

 

（5）工期 

詳細設計･入札期間を含め約 19 ヶ月（予定） 

 

（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

特になし。 

5 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

特になし。 

 

6 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

 

7 プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

（ア）監視能力の向上 

・ ラオス国北部の一部と中部における降水監視能力が以下のとおり改善 

①空間分解能：平均約 115km から 2.5km に改善 

②時間分解能：3時間間隔から 10 分間間隔に改善 

・ 全国の気象監視頻度が 3時間毎から 1時間毎に改善 

・ ヴィエンチャン国際空港周辺の大気の擾乱等に対する航空気象観測体制が、目視による空港周辺

約 20km の主観的観測から、気象レーダによる周辺約 250km の客観的観測に改善 

（イ）予警報業務の改善 

・ 異常気象時に 1日に 1～2回程度発令している気象・洪水予警報が、現状以上の回数で迅速且つ適
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時に発令することがで可能になる。 

・ ヴィエンチャン国際空港周辺の航空気象に関する警報をリアルタイムに通報できるよう改善 

・ メコン河本流の水位予測のリードタイムが 1日間から 3日間に改善 

（ウ）農業気象のための降雨データベースの整備 

・ 灌漑や農業の作付、生産計画に利用可能なきめ細かな降雨データベースが整備可能になる 

 

（2）その他の成果指標：特になし 

 

（3）評価のタイミング：2007 年 3 月以降（完了後 2年経過後） 
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資料 ７． 参考資料／入手資料リスト 

 

調査名：ラオス国気象監視網整備計画基本設計調査 

番号 名  称 
形態 

図書・ビデオ 
地図・写真等 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 
／ｺﾋﾟｰ 

 
発行機関 

 
発行年 

１ Mekong River Commission 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 
Mekong River Commission 
Secretariat - 

２ Foreign Aid Report 2000 – 
2001 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

Committee for Planning and 
Cooperation 2001 年

３ Annual Report 2001 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Bank of the Lao P.D.R 2001 年

４ Results from the Population 
Census 1995 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

State Planning Committee National 
Statistical Centre 1995 年

５ Lao Agricultural Census, 
1998/99 Highlights 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

Steering Committee for the 
Agricultural Census Agricultural 
Census Office 

1999 年

６ MRC Work Programme 
2004 書類 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Mekong River Commission 2004 年

７ Annual Report 2002 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Electricite du Laos 2002 年

８ National Statistical Center 
2002 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

Committee for Planning and 
Cooperation 2002 年
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